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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第９期

中間連結会計期間
第10期

中間連結会計期間
第９期

会計期間
自2024年７月１日
至2024年12月31日

自2025年７月１日
至2025年12月31日

自2024年７月１日
至2025年６月30日

売上高 （千円） 6,208,220 5,866,920 13,007,061

経常利益又は経常損失（△） （千円） 81,783 △112,989 444,143

親会社株主に帰属する中間純損失

（△）又は当期純利益
（千円） △16,226 △104,947 168,261

中間包括利益又は包括利益 （千円） △16,451 △104,000 167,026

純資産額 （千円） 2,004,111 2,084,847 2,187,587

総資産額 （千円） 8,099,338 7,330,470 6,601,351

１株当たり中間純損失（△）又は当期

純利益
（円） △3.46 △22.34 35.83

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益
（円） － － 35.39

自己資本比率 （％） 24.74 28.44 33.14

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） △740,299 △1,601,841 1,118,086

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △230,936 △11,397 △241,795

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） 206,934 1,147,773 △1,473,777

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高
（千円） 586,701 288,137 753,208

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり中間純損失である

ため記載しておりません。

３．2025年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当

該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり中間純損失（△）又は当期純利益及び潜在株式調整後１株当た

り当期純利益を算定しております。
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２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動は、次のとおりであります。

 

（建設関連サービス事業）

　当中間連結会計期間より、新たに株式を取得した株式会社未来政策研究所を連結の範囲に含めております。

（人材関連サービス事業）

　主要な関係会社の異動はありません。

（建設事業）

　主要な関係会社の異動はありません。

（介護事業）

　主要な関係会社の異動はありません。

 

 

EDINET提出書類

株式会社メイホーホールディングス(E36621)

半期報告書

 3/28



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業

等のリスクについての重要な変更はありません。

 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（１）財政状態の状況

（資産）

　当中間連結会計期間末における資産合計は7,330,470千円となり、前連結会計年度末に比べ729,118千円増加い

たしました。

　流動資産は3,673,925千円となり、前連結会計年度末に比べ828,995千円増加いたしました。これは主に現金及

び預金が461,489千円減少したものの、契約資産が1,063,831千円、売掛金が187,936千円、流動資産のその他

（未収消費税等など）が35,148千円、商品及び製品が3,507千円増加したことによるものであります。

　固定資産は3,656,545千円となり、前連結会計年度末に比べ99,877千円減少いたしました。これは主に繰延税

金資産が66,869千円、投資その他の資産のその他（敷金及び保証金など）が24,980千円、有形固定資産のその他

（工具、器具及び備品）が2,370千円、リース資産が1,797千円増加したものの、のれんが178,403千円、建物及

び構築物が8,657千円、無形固定資産のその他（顧客関連資産など）が8,180千円減少したことによるものであり

ます。

 

（負債）

　当中間連結会計期間末における負債合計は5,245,622千円となり、前連結会計年度末に比べ831,858千円増加い

たしました。

　流動負債は3,857,535千円となり、前連結会計年度末に比べ1,110,031千円増加いたしました。これは主に流動

負債のその他（未払消費税等など）が328,212千円、契約負債が132,454千円減少したものの、短期借入金が

1,496,975千円、買掛金が91,217千円増加したことによるものであります。

　固定負債は1,388,088千円となり、前連結会計年度末に比べ278,173千円減少いたしました。これは主に役員退

職慰労引当金が12,638千円、資産除去債務が11,138千円、退職給付に係る負債が10,886千円増加したものの、長

期借入金が309,588千円減少したことによるものであります。

 

（純資産）

　当中間連結会計期間末における純資産合計は2,084,847千円となり、前連結会計年度末に比べ102,740千円減少

いたしました。これは主に親会社株主に帰属する中間純損失を104,947千円計上し同額の利益剰余金が減少した

ことによるものであります。

　この結果、自己資本比率は28.4％（前連結会計年度末は33.1％）となりました。

 

（２）経営成績の状況

　当中間連結会計期間（2025年７月１日から2025年12月31日まで）におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善

が続く一方、物価上昇の影響が継続し、個人消費は底堅く推移しつつも選別的な動きがみられました。また、労働

需給は引き続き逼迫した状況が続き、金融面では日本銀行による金融政策の正常化が進展しました。

　M&A市場においては、経営者の高齢化や後継者不足を背景とした事業承継ニーズが引き続き高水準で推移してお

ります。加えて、事業ポートフォリオの見直しに伴うカーブアウトや、成長を目的とした企業グループへの参画、

スタートアップ企業のイグジットに加え、投資回収フェーズを迎えた投資ファンドによる売却案件など、売り手側

の目的は多様化しており、従業員承継型M&Aや企業支援プラットフォームを軸とした成長戦略と親和性の高い市場

環境が継続しております。

　このような事業環境のもと、当社グループは中期経営計画「メイホーサーティービリオンドライブ（M30BD）」

の初年度として、成長戦略の二本柱である「従業員承継型M&Aの推進」と「企業支援プラットフォームの提供」を

加速させております。
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　具体的施策として、2025年10月に地域創生のシンクタンクとして株式会社未来政策研究所を子会社化いたしまし

た。さらに、同年11月には株式会社スタッフアドバンスによる福島県内での人材派遣事業の譲受を決定（2026年１

月完了）しております。これらは、地域密着型事業を統合・強化する「ロールアップ戦略」の着実な実行を意味す

るものです。また、将来のグループ会社数の増加を見据えたPMI（M&A後の統合プロセス）強化のため、グループ共

通の価値観を浸透させる新たな研修の開始や、業務効率化を目的とした基幹システムの統一化に着手するなど、中

長期的な収益性向上に向けた組織基盤の構築に注力いたしました。

 

　当社グループの当中間連結会計期間の経営成績は、以下のとおりであります。

　売上高5,866,920千円（前年同期比5.5％減）、営業損失115,672千円（前年同期は営業利益100,305千円）、経常

損失112,989千円（前年同期は経常利益81,783千円）、親会社株主に帰属する中間純損失104,947千円（前年同期は

親会社株主に帰属する中間純損失16,226千円）となりました。また、EBITDA※については、183,555千円（前年同期

比50.6％減）となりました。

　当中間連結会計期間の減収減益は、主として建設事業における一時的な要因によるものです。大阪・関西万博の

開催に伴う地下鉄関連工事の制限により、中核子会社である今田建設株式会社およびハーミット株式会社におい

て、発注および施工の一時的な中断が発生いたしました。また、前年同期に発生した万博前の駆け込み需要の反動

減も重なり、売上高および利益を押し下げる結果となりました。しかしながら、これらの影響は構造的な問題では

なく一時的なものに留まります。第２四半期における受注活動は極めて堅調に推移しており、建設事業を中心とし

た大型案件の獲得により、当中間連結会計期間の受注高は4,727,798千円（前年同期比46.7％増）、受注残高は

5,545,933千円（同26.0％増）といずれも前年同期を大きく上回りました。建設事業の特性上、これら豊富な受注

残高が売上に寄与するまでには一定の期間を要しますが、今後の業績回復に向けた基盤は着実に整いつつありま

す。

（単位：百万円）

 受注高 受注残高

2025年６月期 第２四半期（中間期）実績（Ａ） 3,223 4,402

2026年６月期 第２四半期（中間期）実績（Ｂ） 4,728 5,546

増 減 額（Ｂ－Ａ） 1,505 1,144

増 減 率（％） 46.7 26.0

 

　一方、建設関連サービス事業、人材関連サービス事業および介護事業につきましては、グループ会社の増加によ

る事業基盤の拡大や、既存事業の稼働が概ね計画どおりに進捗したことから、安定的な売上水準を確保しておりま

す。利益面では事業ごとに状況は異なるものの、グループ全体としての収益基盤は維持されており、引き続き各事

業の進捗を注視しながら、持続的な収益力の向上に取り組んでまいります。

 

　当中間連結会計期間におけるセグメント別の経営成績は、次のとおりであります。なお、セグメント別の売上高

及び利益は、連結相殺消去前の数値を記載しております。

 

①建設関連サービス事業

　建設関連サービス事業においては、株式会社未来政策研究所（2025年10月グループ加入）が当事業に加わった

ことによる売上高の押し上げに加え、期首の受注残が堅調に売上高に転嫁できたことなどから、売上高は

1,897,867千円（前年同期比0.5％増）となりました。また、一部の地域において想定していたよりも受注時期が

遅れたことや、原価回収基準を適用している業務があることなどから、セグメント利益は177,476千円（同0.7％

減）となりました。

　受注高については、1,396,446千円（同10.3％減）になり、受注残高は1,889,368千円（同7.3％減）となりま

した。

 

②人材関連サービス事業

　人材関連サービス事業においては、株式会社メイホーアークス（2025年５月グループ加入し、2025年10月に株

式会社ナスキーキャリアより商号変更）が当事業に加わったことによる売上高の押し上げがあった一方、株式会

社メイホーアティーボの海外事業部において、受注減少ならびに受注時期の遅れによる売上高の減少、株式会社

レゾナゲートの人材派遣事業において、稼働人数が落ち込んだことなどから、売上高は1,925,943千円（前年同

期比9.1％増）となりました。またセグメント利益は、116,590千円（同0.1％減）となりました。
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③建設事業

　建設事業においては、大阪メトロを中心とした鉄道工事を受託している今田建設株式会社ならびにハーミット

株式会社が大阪・関西万博の開催期間中、工事が制限されていたことなどから、売上高は1,582,328千円（前年

同期比25.3％減）となりました。また、上記要因に加えて、2025年11月に今田建設株式会社ならびにハーミット

株式会社の本店移転に伴う一時費用が発生したことにより、セグメント損失は、130,682千円（前年同期はセグ

メント利益51,232千円）となりました。

　受注高については、一部の工事において発注時期が遅れているものの、大型案件も含めて堅調に受注できてい

ることから、3,331,352千円（同99.8％増）になり、受注残高は3,656,566千円（同54.6％増）となりました。

 

④介護事業

　介護事業においては、デイサービスの各事業所の稼働率が順調に推移したこと、2024年９月にオープンした住

宅型有料老人ホーム「アルトのお家　旦島」の入居者数も順調に推移したことなどから、売上高は461,710千円

（前年同期比5.9％増）となりました。一方、セグメント利益は、住宅型有料老人ホーム「アルトのお家　旦

島」に係る減価償却費の増大に加えて、2024年10月以降の社会保険の適用の拡大を受けて、人件費や採用費が増

大したことなどから、44,413千円（同30.3％減）となりました。

 

※ EBITDA＝営業利益＋減価償却費＋のれん償却額

 

（３）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末より

465,071千円減少し、288,137千円となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。
 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは1,601,841千円の減少（前年同期は740,299千円の減少）となりました。

資金減少の主な内訳は、売上債権及び契約資産の増加額1,226,798千円、未払消費税等の減少額328,787千円、法

人税等の支払額151,624千円によるものであります。資金増加の主な内訳は、のれん償却額178,403千円の計上に

よるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは11,397千円の減少（前年同期は230,936千円の減少）となりました。資

金減少の主な内訳は、有形固定資産の取得による支出46,395千円によるものであります。資金増加の主な内訳

は、連結範囲の変更を伴う子会社株式取得による収入33,993千円によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは1,147,773千円の増加（前年同期は206,934千円の増加）となりました。

資金増加の主な内訳は、短期借入金の純増加額1,496,975千円によるものであります。資金減少の主な内訳は、

長期借入金の返済による支出342,454千円によるものであります。

 

（４）経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

 

（５）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループの優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 

（６）研究開発活動

　該当事項はありません。
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３【重要な契約等】

（１）株式取得による企業統合

　当社は、2025年９月11日開催の取締役会において、株式会社未来政策研究所の発行済株式の全部を取得し子会

社化することを決議し、2025年９月11日付で株式譲渡契約を締結しました。

　詳細は、「第４　経理の状況　１　中間連結財務諸表　注記事項（企業結合等関係）」をご参照ください。

 

　当社は、2026年２月13日開催の取締役会において、株式会社天野建設の発行済株式の全部を取得し子会社化す

ることを決議し、2026年２月13日付で株式譲渡契約を締結しました。

　詳細は、「第４　経理の状況　１　中間連結財務諸表　注記事項（重要な後発事象）」をご参照ください。

 

（２）事業の譲受

　当社は、2026年１月15日開催の取締役会において、当社連結子会社である株式会社メイホーアティーボが、ト

ライブ株式会社より同社が営む北海道支店の人材派遣事業を譲り受ける事業譲受契約の締結を決議し、2026年１

月15日付で事業譲受契約を締結いたしました。当契約に基づき、2026年３月１日付にて当該事業譲受を行う予定

です。

　詳細は、「第４　経理の状況　１　中間連結財務諸表　注記事項（重要な後発事象）」をご参照ください。

 

（３）ローン契約に付される財務上の特約

　当社は、2024年４月１日前に締結された財務上の特約が付された金銭消費賃借契約については、「企業内容等

の開示に関する内閣府令及び特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令の一部を改正する内閣府令」（令和

５年内閣府令第81号）の附則第３条第６項により記載を省略しております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 14,400,000

計 14,400,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2025年12月31日）

提出日現在発行数
（株）

（2026年２月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,701,300 4,701,300

東京証券取引所

（グロース市場）

名古屋証券取引所

（ネクスト市場）

権利内容について何ら限定のな

い当社における標準となる株式

であります。なお、単元株式数

は100株であります。

計 4,701,300 4,701,300 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2025年７月１日～

2025年12月31日（注）
4,500 4,701,300 630 447,752 630 347,752

（注）新株予約権の行使によるものです。
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（５）【大株主の状況】

  2025年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

尾松　豪紀 岐阜県大垣市 2,322,000 49.39

河合　清明 愛知県稲沢市 468,000 9.95

山本　恭司 兵庫県加古川市 198,000 4.21

藤原　巧 岐阜県揖斐郡池田町 163,800 3.48

尾松　恵子 岐阜県大垣市 138,000 2.93

株式会社SBI証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 117,216 2.49

メイホーホールディングス従業員持

株会
岐阜県岐阜市吹上町６丁目２１番 90,400 1.92

株式会社マルエイ 岐阜県入舟町４丁目８番１号 75,000 1.59

楽天証券株式会社共有口 東京都港区南青山２丁目６番２１号 72,700 1.54

勝見　憲一郎 岐阜県大垣市 38,000 0.80

計 － 3,683,116 78.35

（注）発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位以下を切り捨てて表示してお

ります。

 

（６）【議決権の状況】

 

①【発行済株式】

    2025年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 500 － 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,699,000 46,990 同上

単元未満株式 普通株式 1,800 － 1単元（100株）未満株式数

発行済株式総数  4,701,300 － －

総株主の議決権  － 46,990 －

（注）上記「単元未満株式」の「株式数」の欄には、当社所有の自己保有株式 1 株が含まれております。
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②【自己株式等】
 

    2025年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

株式会社メイホーホール

ディングス

岐阜県岐阜市吹上町

６丁目21番
500 － 500 0.01

計 － 500 － 500 0.01
 

 

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当中間会計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

（１）新任役員

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数
（千株）

就任年月
日

取締役 尾松 弘崇 1994年12月１日生

 
2020年11月 東京大学　大気海洋研究

所　学術支援職員就任

2021年２月 三洋テクノマリン株式会

社入社

2024年１月 当社入社

2025年８月 常務執行役員兼関連会社

統括部長（現任）
　

（注）１ －
2025年

９月25日

（注）１．2025年９月25日開催の定時株主総会の終結の時から2026年６月期に係る定時株主総会の終結の時まででありま

す。

２．取締役　尾松 弘崇は、代表取締役社長　尾松 豪紀の長男です。

 

（２）退任役員

役職名 氏名 退任年月日

取締役 河合 清明 2025年９月25日

 

（３）異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

男性　８名　女性　－名　（役員のうち女性の比率－％）
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1976年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年７月１日から2025年12月

31日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2025年６月30日)

当中間連結会計期間
(2025年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 754,210 292,721

受取手形 221 357

電子記録債権 43,769 44,721

売掛金 736,710 924,646

契約資産 996,371 2,060,202

商品及び製品 － 3,507

原材料及び貯蔵品 33,422 32,392

その他 280,257 315,404

貸倒引当金 △30 △25

流動資産合計 2,844,930 3,673,925

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 1,880,784 1,891,343

減価償却累計額 △1,045,664 △1,064,881

建物及び構築物（純額） 835,119 826,462

機械装置及び運搬具 354,317 351,197

減価償却累計額 △326,828 △322,525

機械装置及び運搬具（純額） 27,489 28,672

土地 521,159 521,159

リース資産 74,393 72,935

減価償却累計額 △41,511 △38,256

リース資産（純額） 32,882 34,679

その他 321,645 331,118

減価償却累計額 △269,616 △276,718

その他（純額） 52,030 54,400

建設仮勘定 1,836 －

有形固定資産合計 1,470,514 1,465,371

無形固定資産   

のれん 1,982,768 1,804,365

その他 51,777 43,597

無形固定資産合計 2,034,545 1,847,962

投資その他の資産   

投資有価証券 2,380 2,380

繰延税金資産 146,220 213,089

その他 102,762 127,743

投資その他の資産合計 251,363 343,212

固定資産合計 3,756,422 3,656,545

資産合計 6,601,351 7,330,470
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2025年６月30日)

当中間連結会計期間
(2025年12月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 414,348 505,565

短期借入金 ※ － ※ 1,496,975

１年内返済予定の長期借入金 391,368 387,864

リース債務 10,593 10,927

未払費用 600,344 642,702

未払法人税等 200,438 101,449

契約負債 342,014 209,560

賞与引当金 201,126 192,711

工事損失引当金 25,689 47,660

資産除去債務 － 28,750

その他 561,583 233,371

流動負債合計 2,747,504 3,857,535

固定負債   

長期借入金 1,313,154 1,003,566

リース債務 26,102 27,701

役員退職慰労引当金 55,175 67,813

退職給付に係る負債 199,542 210,428

資産除去債務 54,274 65,412

繰延税金負債 10,366 4,916

その他 7,648 8,251

固定負債合計 1,666,260 1,388,088

負債合計 4,413,764 5,245,622

純資産の部   

株主資本   

資本金 447,122 447,752

資本剰余金 347,122 347,752

利益剰余金 1,439,863 1,334,916

自己株式 △296 △296

株主資本合計 2,233,811 2,130,124

その他の包括利益累計額   

為替換算調整勘定 △46,223 △45,276

その他の包括利益累計額合計 △46,223 △45,276

純資産合計 2,187,587 2,084,847

負債純資産合計 6,601,351 7,330,470
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2024年７月１日
　至　2024年12月31日)

 当中間連結会計期間
(自　2025年７月１日
　至　2025年12月31日)

売上高 6,208,220 5,866,920

売上原価 4,765,149 4,540,464

売上総利益 1,443,071 1,326,456

販売費及び一般管理費 ※ 1,342,766 ※ 1,442,128

営業利益又は営業損失（△） 100,305 △115,672

営業外収益   

受取利息 317 1,255

受取配当金 1 1

受取地代家賃 6,822 6,623

為替差益 － 6,860

その他 5,261 8,776

営業外収益合計 12,402 23,516

営業外費用   

支払利息 24,560 18,144

為替差損 5,651 －

その他 713 2,688

営業外費用合計 30,923 20,832

経常利益又は経常損失（△） 81,783 △112,989

特別利益   

固定資産売却益 4,569 113

負ののれん発生益 － 37,204

特別利益合計 4,569 37,316

特別損失   

固定資産売却損 46 －

固定資産除却損 0 1,836

リース解約損 － 811

その他 6,809 －

特別損失合計 6,855 2,647

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純損

失（△）
79,497 △78,319

法人税等 95,724 26,628

中間純損失（△） △16,226 △104,947

親会社株主に帰属する中間純損失（△） △16,226 △104,947
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2024年７月１日
　至　2024年12月31日)

 当中間連結会計期間
(自　2025年７月１日
　至　2025年12月31日)

中間純損失（△） △16,226 △104,947

その他の包括利益   

為替換算調整勘定 △225 947

その他の包括利益合計 △225 947

中間包括利益 △16,451 △104,000

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 △16,451 △104,000

非支配株主に係る中間包括利益 － －
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2024年７月１日
　至　2024年12月31日)

 当中間連結会計期間
(自　2025年７月１日
　至　2025年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純

損失（△）
79,497 △78,319

減価償却費 87,382 120,825

のれん償却額 183,980 178,403

負ののれん発生益 － △37,204

賞与引当金の増減額（△は減少） △34,167 △11,418

工事損失引当金の増減額（△は減少） △399 21,971

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 7,904 6,204

受取利息及び受取配当金 △318 △1,256

支払利息 24,560 18,144

固定資産売却損益（△は益） △4,523 △113

固定資産除却損 0 1,836

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） △1,249,190 △1,226,798

棚卸資産の増減額（△は増加） △2,848 3,585

仕入債務の増減額（△は減少） 337,930 65,002

未払費用の増減額（△は減少） 2,698 41,296

未払消費税等の増減額（△は減少） △103,524 △328,787

契約負債の増減額（△は減少） 86,873 △141,201

リース解約損 － 811

その他 △63,482 △65,494

小計 △647,626 △1,432,513

利息及び配当金の受取額 318 1,332

利息の支払額 △24,424 △19,035

法人税等の支払額 △68,568 △151,624

営業活動によるキャッシュ・フロー △740,299 △1,601,841

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △246,004 △46,395

有形固定資産の売却による収入 6,618 113

無形固定資産の取得による支出 △10,394 △12,221

投資有価証券の売却による収入 1,441 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

収入
－ 33,993

保険積立金の解約による収入 1,212 8,237

その他 16,191 4,877

投資活動によるキャッシュ・フロー △230,936 △11,397

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 100,400 1,496,975

長期借入れによる収入 300,000 －

長期借入金の返済による支出 △186,432 △342,454

リース債務の返済による支出 △6,644 △7,591

その他 △390 843

財務活動によるキャッシュ・フロー 206,934 1,147,773

現金及び現金同等物に係る換算差額 △69 394

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △764,370 △465,071

現金及び現金同等物の期首残高 1,351,071 753,208

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 586,701 ※ 288,137
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結の範囲の重要な変更）

　当中間連結会計期間において、株式会社未来政策研究所の株式を取得したため、連結の範囲に含めておりま

す。

 

 

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、

見積実効税率を用いて計算すると著しく合理性を欠く場合には、法定実効税率を使用する方法によっておりま

す。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

 

 

（中間連結貸借対照表関係）

※　当座貸越契約

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行14行と当座貸越契約を締結しております。当座貸越契

約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2025年６月30日）

当中間連結会計期間
（2025年12月31日）

当座貸越限度額 3,050,000千円 3,350,000千円

借入実行残高 － 1,496,975

差引額 3,050,000 1,853,025

 

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2024年７月１日
　　至　2024年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　2025年７月１日
　　至　2025年12月31日）

賞与引当金繰入額 56,804千円 65,040千円

貸倒引当金繰入額 1,610 △3

退職給付費用 4,660 11,203

給料及び手当 399,067 423,550

 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとお

りであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2024年７月１日
至　2024年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　2025年７月１日
至　2025年12月31日）

現金及び預金勘定 587,703千円 292,721千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,001 △4,583

現金及び現金同等物 586,701 288,137
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年７月１日　至　2024年12月31日）

１．配当金支払額

　該当事項はありません。

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後とな

るもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年７月１日　至　2025年12月31日）

１．配当金支払額

　該当事項はありません。

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後とな

るもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年７月１日　至　2024年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

合計
 

建設関連
サービス事業

人材関連
サービス事業

建設事業 介護事業

売上高      

外部顧客への売上高 1,889,043 1,765,429 2,117,782 435,966 6,208,220

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ 410 － － 410

計 1,889,043 1,765,839 2,117,782 435,966 6,208,630

セグメント利益 178,762 116,703 51,232 63,739 410,437

 

２．報告セグメントごとの資産に関する情報

　　「介護事業」セグメントにおいて、当中間連結会計期間の資産の金額が、前連結会計年度の末日に比べ、

220,046千円増加しております。これは主に、株式会社アルトの住宅型有料老人ホームが完成し、「有形固定

資産」が増加したことによるものであります。

 

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 410,437

セグメント間取引消去 7,284

全社損益（注） △317,416

中間連結損益計算書の営業利益 100,305

　（注）全社損益は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。
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Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年７月１日　至　2025年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

合計
 

建設関連
サービス事業

人材関連
サービス事業

建設事業 介護事業

売上高      

外部顧客への売上高 1,897,867 1,925,014 1,582,328 461,710 5,866,920

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ 929 － － 929

計 1,897,867 1,925,943 1,582,328 461,710 5,867,849

セグメント利益又は損失

(△)
177,476 116,590 △130,682 44,413 207,797

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 207,797

セグメント間取引消去 7,304

全社損益（注） △330,773

中間連結損益計算書の営業損失（△） △115,672

　（注）全社損益は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　（重要な負ののれん発生益）

　　　「建設関連サービス事業」セグメントにおいて、株式会社未来政策研究所の株式を取得し、連結の範囲に

含めたことにより、負ののれん発生益を37,204千円計上しております。なお、負ののれん発生益は特別利益

のため、上記セグメント利益又は損失（△）には含まれておりません。
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（企業結合等関係）

（取得による企業結合）

１．企業結合の概要

（１）被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称　　株式会社未来政策研究所

事業の内容　　　　　専門調査・研究・コンサルティング業及び地域活性化事業

 

（２）企業結合を行った主な理由

　株式会社未来政策研究所は、1991年の設立以来、特に、電力業界における社会受容活動やエコツーリ

ズムを通じた地域活性化において、長年にわたる実績を有しております。

　当社は、株式会社未来政策研究所が専門調査で培われた電力会社との関係性を活用し、当社グループ

各社と電力会社との関係性の構築を目指すとともに、当社グループ各社が有する地域ネットワークと株

式会社未来政策研究所の地域活性化事業を組み合わせることで双方の事業領域を拡大し、収益の増加を

図れるものと考え、株式会社未来政策研究所の株式を取得いたしました。

 

（３）企業結合日

2025年10月１日

 

（４）企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

 

（５）結合後企業の名称

変更はありません。

 

（６）取得した議決権の比率

100％

 

（７）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が、現金を対価として株式会社未来政策研究所の株式を取得したことによるものです。

 
２．中間連結会計期間に係る中間連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間
2025年10月１日から2025年12月31日まで

 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金及び預金 30,000千円

取得原価  30,000千円

 

４．主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等　　　14,500千円

 

５．負ののれん発生益の金額及び発生原因

（１）発生した負ののれん発生益の金額

37,204千円

 

（２）発生原因

　企業結合時における被取得企業の時価純資産額が取得原価を上回ったため、その差額を負ののれん発

生益として認識しております。

 

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 147,918千円

固定資産 10,508

資産合計 158,427

流動負債 46,396

固定負債 44,827

負債合計 91,223

 

７．企業結合が中間連結会計期間の開始の日に完了したと仮定した場合の当中間連結会計期間の中間連結損益

計算書に及ぼす影響の概算額及びその算定方法
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当中間連結会計期間における概算額の算定が困難であるため、記載しておりません。

 

 

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年７月１日　至　2024年12月31日）

（単位：千円）

 
建設関連

サービス事業

人材関連

サービス事業
建設事業 介護事業 合計

国内官公庁 1,561,379 24,359 525,710 641 2,112,088

国内官公庁以外の公法人 68,090 5,899 － 355,618 429,607

国内民間 234,395 1,735,171 1,592,072 79,707 3,641,346

海外 25,179 － － － 25,179

顧客との契約から生じる

収益
1,889,043 1,765,429 2,117,782 435,966 6,208,220

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 1,889,043 1,765,429 2,117,782 435,966 6,208,220

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年７月１日　至　2025年12月31日）

（単位：千円）

 
建設関連

サービス事業

人材関連

サービス事業
建設事業 介護事業 合計

国内官公庁 1,561,469 66,710 661,359 716 2,290,254

国内官公庁以外の公法人 40,607 5,831 199,131 361,209 606,778

国内民間 273,487 1,852,473 721,838 99,785 2,947,584

海外 22,304 － － － 22,304

顧客との契約から生じる

収益
1,897,867 1,925,014 1,582,328 461,710 5,866,920

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 1,897,867 1,925,014 1,582,328 461,710 5,866,920
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2024年７月１日
至　2024年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　2025年７月１日
至　2025年12月31日）

１株当たり中間純損失（△） △３円46銭 △22円34銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純損失（△）（千円） △16,226 △104,947

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純損失

（△）（千円）
△16,226 △104,947

普通株式の期中平均株式数（株） 4,696,014 4,698,313

（注）１．潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり中間純損失

であるため記載しておりません。

２．2025年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期

首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり中間純損失を算定しております。
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（重要な後発事象）

（事業譲受）

　当社は、2026年１月15日開催の取締役会において、連結子会社である株式会社メイホーアティーボが、トラ

イブ株式会社の北海道支店が営む人材派遣事業を譲り受けることを決議し、同日付で事業譲受契約を締結いた

しました。

 

１．事業譲受の概要

（１）相手先企業の名称及びその事業の内容

相手先企業の名称：トライブ株式会社

譲り受ける事業の内容：北海道支店の人材派遣事業

 

（２）事業譲受の目的

　トライブ株式会社は、人材派遣事業を展開しており、2022年９月に北海道札幌市に北海道支店を開設

しております。一方、株式会社メイホーアティーボは、東京を拠点に人材派遣事業を営んでおります。

　本件事業譲り受けは、当社グループの人材関連サービス事業の強化の一環として、事業エリアおよび

顧客基盤の拡大を目指すものであります。

 

（３）事業譲受日

2026年３月１日（予定）

 

（４）法的形式

現金を対価とする事業譲受

 

２．事業譲受の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金及び預金 120,000千円

取得原価  120,000千円

 

３．主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等　　　25,000千円

 

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

現時点では確定しておりません。

 

５．事業譲受日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

現時点では確定しておりません。
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（株式取得による企業結合）

　当社は、2026年２月13日開催の取締役会において、株式会社天野建設の発行済株式の全部を取得することを

決議し、同日に株式譲渡契約を締結いたしました。また、2026年３月２日付で全株式の取得を予定しておりま

す。

 

１．企業結合の概要

（１）被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称　　株式会社天野建設

事業の内容　　　　　総合土木工事業

 

（２）企業結合を行う主な理由

　株式会社天野建設は、1979年の設立以来岐阜県御嵩町を中心に亜炭鉱跡地充填工事をはじめとする、

地盤条件や安全管理に高度な対応力を要する専門的な工事に長年携わっており、地域インフラを支える

中核的な施工会社であると認識しております。

　当社は、本拠地である東海圏においてグループ連携を推進することにより、事業領域を拡大し、収益

の増加を図れるものと考え、株式会社天野建設の株式を取得することといたしました。

 

（３）企業結合日

2026年３月２日（予定）

 

（４）企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

 

（５）結合後企業の名称

変更はありません。

 

（６）取得する議決権の比率

100％

 

（７）取得企業を決定するに至った主な根拠

　当社が、現金を対価として株式会社天野建設の株式を取得することによるものです。

 

２．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金及び預金 299,962千円

取得原価  299,962千円

 

３．主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等（概算額）　　　33,000千円

 

４．発生するのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

現時点では確定しておりません。

 

５．企業結合日に受け入れる資産及び引き受ける負債の額並びにその主な内訳

現時点では確定しておりません。

 

 
 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2026年２月13日

株式会社メイホーホールディングス

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

名古屋事務所

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 中村　哲也

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 馬渕　宣考

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社メイ

ホーホールディングスの2025年７月１日から2026年６月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年７月１日か

ら2025年12月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括

利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社メイホーホールディングス及び連結子会社の2025年12月31日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結

論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間
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連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切

でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の

結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、

構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が

認められないかどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象に含まれておりません。
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